
様式第１号の２
事　業　計　画　書

１. 申請者の概要
	申請者名
	

	生年月日
	

	住所
	

	電話番号
	

	e-mail
	



２．現在の勤務先
	店舗名・事業者名
	

	所在地
	

	業態
	

	店舗HP、SNS等
	

	従事業務
	



３．山梨県内の飲食店等従事実績（直近５年以内）
	店舗名・事業者名
	

	所在地
	

	業態
	

	従事内容
	

	従事期間
	
	年
	
	月
	
	日
	～
	
	年
	
	月
	
	日

	添付書類：・雇用証明書又は在職証明書
　　　　　・勤務先の概要が分かる資料（パンフレット、ホームページ写し等）



４．補助事業の内容
	事業区分
（該当するものに☑）
	□ 事業Ⅰ 国内外研修支援事業  
□ 事業Ⅱ コンクール等参加支援事業  
□ 事業Ⅲ 資格取得支援事業  

	実施期間
（補助対象期間）
	
	年
	
	月
	
	日
	～
	
	年
	
	月
	
	日

	実施場所
	· 国内　　□　国外









５．事業内容の詳細（該当するものについて記載）
事業Ⅰ 国内外研修支援事業  
	研修名
	

	実施場所
	

	実施期間（実施日）
	

	実施機関・主催者
	

	研修先の概要
	

	研修内容（具体的な技術・分野）
	



事業Ⅱ コンクール等参加支援事業  
	コンクール名
	

	開催場所
	

	開催日
	

	実施機関・主催者
	

	応募内容（部門・作品等）
	

	実施期間
	
	年
	
	月
	
	日
	～
	
	年
	
	月
	
	日

	実施場所
	

	実施機関・主催者
	

	研修先の概要
	

	研修内容（具体的な技術・分野）
	



事業Ⅲ 資格取得支援事業
	資格名
	

	実施場所
	

	実施日
	

	実施機関・主催者
	

	資格の概要
	

	取得に必要な内容（講座・試験等）
	



６.本事業により習得しようとする技術
	（具体的に記載すること）






７.本事業の目的及び必要性
	（本事業に取り組む理由、課題及び目的を具体的に記載すること）










８.事業効果及び県内への還元
	（技術力向上の見込み、県内への還元方法、食の魅力向上・誘客促進及びブランド形成への寄与について具体的に記載すること）










９．事業終了後の計画
	勤務先店舗名・事業者名
	

	所在地
	

	業態
	

	店舗HP、SNS等
	

	従事開始予定時期
	

	従事業務
	

	３年以上従事するための計画・見通し

	１年目（交付決定の翌年度）
	

	２年目
	

	３年目
	

	４年目以降
	

	美酒・美食関連事業への参画意向

	











１０．事業実施確認

	チェック欄
	誓約事項（すべての項目を満たしている必要があります）

	☐
	募集要領を確認・理解の上、申請します。

	☐
	本補助金の対象となる経費は、交付決定通知書に記載された補助事業期間内に要した経費であり、支払が完了したものであると理解しています。

	☐
	本事業終了後には、実績報告書に記載しているとおり、県内飲食店等に３年以上従事する予定です。

	☐
	本事業の取組状況や成果等について、県の広報媒体等の公表や県が主催する報告会等で事業成果を公表することに同意します。

	☐
	県から依頼があった場合は、報告会等に出席し事業成果を発表することに同意します。

	☐
	申請内容に虚偽が判明した場合は、補助金の返還に応じます。

	☐
	県から検査・報告・是正のための措置の求めがあった場合には、これに応じます。

	☐
	山梨県に対する賃料・使用料等の債務の支払が滞っていません。

	☐
	過去に国・都道府県・区市町村等から補助を受け、不正等の事故を起こしていません。

	☐
	県税等に未納がありません。（新型コロナウイルスの影響により徴収猶予を受けているものを除く）

	☐
	民事再生法又は会社更生法による申し立て等、補助事業の継続性について不確実な状況が存在しません。

	☐
	「風俗営業等の規制および業務の適正化に関する法律」に規定する「性風俗関連特殊営業」、当該営業に係る「接客業務受託営業」を行う者ではありません。　

	☐
	経理関係書類等については、適切に整備保管・管理します。　

	☐
	自己又は自己の関係者が、次のいずれにも該当する者ではありません。
ア  暴力団、暴力団員
イ  自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどした者
ウ　暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど、直接的若しくは積極的に暴力団の維持・運営に協力し、又は関与している者
エ　暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者
オ  下請契約又は資材、原材料の購入契約その他の契約に当たり、その相手方が上記のいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約を締結した者

	☐
	この誓約内容について、疑義がある場合、山梨県が山梨県警察本部に照会することに同意します。　




